
男鹿市合併処理浄化槽設置整備事業補助金交付要綱                           

 

  （目的） 

第１条  この要綱は、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、市が交

付する合併処理浄化槽設置整備事業の補助金の補助対象および限度額その他必要

な事項を定めることを目的とする。 

  （用語の定義） 

第２条  この要綱において用いる用語の定義は、次の各号に掲げるところによる。 

 (１)  浄化槽：浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第２条第１号に規定する浄化

槽をいう。 

 (２)  合併処理浄化槽：し尿と雑排水を伴わせて処理する浄化槽であって、生物化

学的酸素要求量（以下「ＢＯＤ」という。）除去率９０％以上、放流先のＢＯＤ

２０mg／l（日間平均値）以下の機能を有するもので、市が補助対象と認める機

種をいう。 

       ただし、１０人槽以下の合併処理浄化槽にあっては、「合併処理浄化槽設置整

備事業における国庫補助指針」（平成４年１０月３０日付け、衛浄３４号・厚生

省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知）に適合するものであ

ること。 

また、平成２０年３月２５日告示の「八郎湖にかかる湖沼水質保全計画」に

かかる指定地域内においては、総窒素濃度が２０mg／l 以下の機能を併せ持った

機種（高度処理型浄化槽）をいう。 

(３) 専用住宅：主に居住を目的とする住宅で、店舗等併用住宅、賃貸住宅、一戸

建建売住宅等を含む。 

  （補助金の交付対象） 

第３条  市長は、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第４条第１項により下水道事

業の認可を受けた区域並びに農業集落排水事業および漁業集落排水事業の認可を

受けた区域を除いた地域内において、（ただし、認可を受けた区域であっても当分

の間整備の見込まれない地域については、この限りではない。）専用住宅に合併処

理浄化槽を設置しようとする者に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。 

また、平成２０年３月２５日告示の「八郎湖にかかる湖沼水質保全計画」にかか 

る指定地域内においては、総窒素濃度が２０mg／l以下の機能を併せ持った機種（高 

度処理型浄化槽）を設置しようとする者に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。 



２ 市税を滞納していない者であること。 

 

  （補助金の限度額） 

第４条  前条に規定する補助金の限度額は、次のとおりとする。 

人    槽    区    分 限       度       額 

５         人槽           ３９０  千円 

６ ～  ７  人槽           ４７４  千円 

８ ～１０  人槽           ６６０  千円 

    高度処理型浄化槽 

人    槽    区    分 限       度       額 

５         人槽           ４０８  千円 

６ ～  ７  人槽           ４９２  千円 

８ ～１０  人槽           ６８４  千円 

 

  （補助金の交付申請） 

第５条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、あらかじ

め補助金交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

 (１)  審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し 

 (２)  設置場所の住所および案内図 

 (３)  住宅等を借りている者は、貸借人の承諾書 

 (４)  配置配管図 

 (５)  見積書の写し 

 (６)  その他市長が必要と認める書類 

  

 （補助金の交付決定等） 

第６条  市長は、前条の補助金交付申請書の提出があったときは、速やかにその内容

を審査し、補助金の交付の可否を決定するものとする。 

２  市長は、前項の規定により、補助金の交付を決定した場合は補助金交付決定通知

書（別記第２号様式）により、補助金を交付しないものと決定した場合は補助金不

交付通知書（別記第３号様式）により申請者にそれぞれ通知するものとする。 

 



  （変更承認申請） 

第７条  前条第２項の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助対象者」

という。）が、補助金の申請内容を変更する場合又は補助事業を廃止しようとする

ときは、変更承認申請書（別記第４号様式）を市長に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。 

２  補助対象者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が

困難となった場合は、当該年度の１月末日までに報告してその指示を受けなければ

ならない。 

３  販売の目的で専用住宅を建築する補助対象者は、その専用住宅を取得する者が確

定した場合、速やかに住宅売却届出書（別記第５号様式）を市長に提出しなければ

ならない。 

  （実績報告） 

第８条  補助対象者は、補助金に係る事業完了後１５日以内又は当該年度の３月１０

日のいずれか早い日までに実績報告書（別記第６号様式）に次の書類を添付して市

長に提出しなければならない。 

 (１)  浄化槽保守点検業者および浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し 

 (２)  浄化槽法定検査依頼書の写し 

 (３)  工事費請求書又は領収書の写し 

 (４)  その他市長が必要と認める書類 

  （交付額の確定） 

第９条  市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、当該報告書の審査および

現地調査を行い、補助金の交付の決定内容およびこれに付した条件に適合すると認

めたときは、補助金の交付額を確定し、補助金交付額確定通知書（別記第７号様式）

により、速やかに補助対象者に通知するものとする。 

  （補助金の請求） 

第１０条  市長は、前条の確定による補助金の交付額の確定後、補助金交付請求書（別

記第８号様式）による補助対象者の請求に基づき、補助金を交付する。 

  （補助金の交付決定の取り消し等） 

第１１条  市長は、補助対象者が次の各号の一に該当する場合には、補助金の交付決

定を取り消し、既に交付した補助金の全部又は一部を返還させるものとする。 

 (１)  不正な手段により補助金を受けたとき。 

 (２)  補助金を他の用途に使用したとき。 



 (３)  補助金交付の条件に違反したとき。 

 (４)  その他市長が定める条件に違反したとき。 

  （合併処理浄化槽の維持管理） 

第１２条  補助対象者は、補助金の交付を受けて設置した合併処理浄化槽が正常に機

能するよう適正な維持管理をしなければならない。 

２  市長は、前項の合併処理浄化槽の維持管理について、必要に応じ指導を行うもの

とする。 

  （委任） 

第１３条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定めるものとする。 

      附  則 

１ この要綱は、平成１７年３月２２日から施行する。 

   ２ 改正後の要綱は、この要綱の施行の日以降後に内定したものから適用し、同

日前に内定したものについては、なお従前の例による。 

附  則 

１ この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   ２ 改正後の要綱は、この要綱の施行の日以降後に内定したものから適用し、同

日前に内定したものについては、なお従前の例による。 

附  則 

１ この要綱は、平成１８年９月１日から施行する。 

   ２ 改正後の要綱は、この要綱の施行の日以降後に内定したものから適用し、同

日前に内定したものについては、なお従前の例による。 

 

附  則 

１ この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

   ２ 改正後の要綱は、この要綱の施行の日以降後に内定したものから適用し、同

日前に内定したものについては、なお従前の例による。 

 

 附  則 

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

   ２ 改正後の要綱は、この要綱の施行の日以降後に内定したものから適用し、同

日前に内定したものについては、なお従前の例による。 

 

附  則 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

   ２ 改正後の要綱は、この要綱の施行の日以降後に内定したものから適用し、同

日前に内定したものについては、なお従前の例による。 



附  則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   ２ 改正後の要綱は、この要綱の施行の日以降後に内定したものから適用し、同

日前に内定したものについては、なお従前の例による。 

 

  附 則 

  １ この要綱は、令和５年４月１日から施工する。 

  ２ 改正後の要綱は、この要綱の施工の日以降後に内定したものから適用し、同

日前に内定したものについては、なお従前の例による。 


